
集団的自衛権の行使に関する確立した解釈の変更を 

しないことを求める意見書 

 

武力紛争が依然として絶え間ない国際社会において、平和を愛する諸国

民の公正と信義に信頼して国際的な平和を創造することを呼びかけた憲

法前文、そして戦争を放棄し戦力を保持しないとする憲法第９条の先駆的

意義は、ますますその存在意義を増している。 

 集団的自衛権の行使は憲法に違反するものであり、憲法の基本原理であ

る恒久平和主義を後退させ、全ての基本的人権保障の基盤となる平和的生

存権を損なうおそれがある。 

 集団的自衛権とは、政府解釈によると「自国と密接な関係にある外国に

対する武力攻撃を、自国が直接攻撃されていないにもかかわらず、実力を

もって阻止する権利」である。これまで政府は、憲法第９条の下において

許容されている自衛権の行使は、我が国を防衛するため必要最小限度の範

囲にとどまるべきものであると解しており、集団的自衛権を行使すること

は、その範囲を超えるものであって、憲法上許されないとしてきた。 

 ところが、現在、政府は、この政府解釈を変更して集団的自衛権の行使

を容認しようとする方針を打ち出している。 

しかしながら、自国が直接攻撃されていない場合には集団的自衛権の行使

は許されないとする確立した政府解釈は、憲法尊重擁護義務（憲法第９９

条）を課されている国務大臣や国会議員によってみだりに変更されるべき

ではない。また、下位にある法律によって憲法の解釈を変更することは、

憲法に違反する法律や政府の行為を無効とし（憲法第９８条）、政府や国

会が憲法に制約されるという立憲主義に反するものであって、到底許され

ない。 

 戦争と武力紛争、そして暴力の応酬が絶えることのない今日の国際社会

において、日本国民が全世界の国民とともに、恒久平和主義の憲法原理に

立脚し、平和に生きる権利（平和的生存権）の実現を目指す意義は依然と

して極めて大きく、重要である。 

よって、憲法の定める恒久平和主義・平和的生存権の今日的意義を確認す

るとともに、集団的自衛権の行使に関する確立した解釈の変更、あるいは

集団的自衛権の行使を容認しようとする国家安全保障基本法案の立法に、

強く反対する。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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